
平成２５年草加市議会２月定例会 市長提出議案等一覧 

【議案】 

第 １号議案 平成２４年度草加市一般会計補正予算（第５号） 

第 ２号議案 平成２４年度草加市公共下水道事業特別会計補正予算（第３号） 

第 ３号議案 平成２４年度草加市駐車場事業特別会計補正予算（第１号） 

第 ４号議案 平成２４年度草加都市計画事業新田駅西口土地区画整理事業特別会計補

正予算（第３号） 

第 ５号議案 平成２４年度草加市国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 

第 ６号議案 平成２４年度草加市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

第 ７号議案 平成２４年度草加市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

第 ８号議案 平成２５年度草加市一般会計予算 

第 ９号議案 平成２５年度草加市公共下水道事業特別会計予算 

第１０号議案 平成２５年度草加市交通災害共済事業特別会計予算 

第１１号議案 平成２５年度草加都市計画新田西部土地区画整理事業特別会計予算 

第１２号議案 平成２５年度草加市駐車場事業特別会計予算 

第１３号議案 平成２５年度草加都市計画事業新田駅西口土地区画整理事業特別会計予

算 

第１４号議案 平成２５年度草加市国民健康保険特別会計予算 

第１５号議案 平成２５年度草加市介護保険特別会計予算 

第１６号議案 平成２５年度草加市後期高齢者医療特別会計予算 

第１７号議案 平成２５年度草加市水道事業会計予算 

第１８号議案 平成２５年度草加市立病院事業会計予算 

第１９号議案 草加市立コミュニティセンター設置及び管理条例の一部を改正する条例

の制定について 

第２０号議案 草加市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条

例の制定について 

第２１号議案 草加市災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

第２２号議案 草加市障害者就労訓練農場設置及び管理条例の制定について 

第２３号議案 地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずる

ための関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関す

る条例の制定について 

第２４号議案 草加市新型インフルエンザ等対策本部条例の制定について 

第２５号議案 草加市立児童クラブ設置及び管理条例及び草加市立児童館設置及び管理

条例の一部を改正する条例の制定について 



第２６号議案 草加市路上喫煙の防止に関する条例の制定について 

第２７号議案 草加市土砂等の堆積の規制に関する条例の制定について 

第２８号議案 草加都市計画事業新田駅西口土地区画整理事業施行規程の一部を改正す

る条例の制定について 

第２９号議案 指定管理者の指定について 

第３０号議案 埼玉県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少について 

第３１号議案 埼玉県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の増加及び同組

合の規約変更について 

第３２号議案 公平委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

第３３号議案 固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

 

【報告】 

第 １号報告 専決処分の報告について 
第 ２号報告 平成２５事業年度草加市土地開発公社事業計画書及び予算書の提出につ

いて 
第 ３号報告 平成２５年度財団法人草加市体育協会事業計画書の提出について 
第 ４号報告 平成２５年度財団法人草加市文化協会事業計画書の提出について 
 
【請願】 

請願第 １号 暮らし・仕事・地域に影響を与えるような内容のＴＰＰ参加を行わない

よう求める請願書 
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議 案 

第 １ 号議案 平成２４年度草加市一般会計補正予算（第５号） 
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第 ２ 号議案 平成２４年度草加市公共下水道事業特別会計補正予算（第３号） 

 

 

第 ３ 号議案 平成２４年度草加市駐車場事業特別会計補正予算（第１号） 
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第 ４ 号議案 平成２４年度草加都市計画事業新田駅西口土地区画整理事業特別会計補正

予算（第３号） 

 

第 ５ 号議案 平成２４年度草加市国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 
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第 ６ 号議案 平成２４年度草加市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

　歳　出 (千円)

款  補　正　額 特定財源

１ 総務費 0 0

２ 保険給付費 0 ①③⑤ 0

④⑤ 0

①⑤ 0

④⑤ 0

①⑦ 0

④ 0

① 0

④ 0

３ 後期高齢者支援
金等

0 ④ 0

④ 0

４ 前期高齢者納付
金等

0 ④⑤ 0

⑤ 0

５ 老人保健拠出金 0 老人保健拠出金(事務費) ④ 0

７ 共同事業拠出金 △ 216,309 ②⑥⑦ △ 123,920

⑧ △ 92,389

８ 保健事業費 0 0

　　　合　　計 △ 216,309

・保険財政共同安定化事業医療費拠出金

・医療費通知・人間ドック・健康づくり普及事業
[財源充当変更 ]

・保険給付事業（退職者等高額介護合算療養
費）　[財源振替]

・後期高齢者支援金等(支援金)
[財源振替]

・後期高齢者支援金等(事務費拠出金)
[財源振替]

・前期高齢者納付金等(納付金)
[財源振替]

・前期高齢者納付金等(事務費拠出金)
[財源振替]

・共同事業拠出金(医療費)

・保険給付事業（退職者等療養の給付）　　[財
源振替]

・保険給付事業（一般療養費）[財源振替]

・保険給付事業（退職者等療養費）
[財源振替]

・保険給付事業（一般高額療養費）
[財源振替]

・保険給付事業（退職者等高額療養費）
[財源振替]

・保険給付事業（一般高額介護合算療養費）
[財源振替]

　主　　　な　　　内　　　容

・国民健康保険共通事務管理
[財源充当変更]

・保険給付事業（一般療養の給付）
[財源振替]



- 8 - 

第 ７ 号議案 平成２４年度草加市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

 

 

第 ８ 号議案 ～ 第１６号議案 

 

 

 



- 9 - 

第１７号議案 平成２５年度草加市水道事業会計予算 
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第１８号議案 平成２５年度草加市立病院事業会計予算 
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第１９号議案 草加市立コミュニティセンター設置及び管理条例の一部を改正する条例の

制定について 

１ 目的 

  市民福祉の増進及び文化の向上を図るため、コミュニティ施設の体系を見直し、草加

市立ふれあいセンターを草加市立ミニコミュニティセンターに統合するものです。 

２ 内容 

 ⑴ ふれあいセンターをコミュニティセンターへ改称 

   草加市立谷塚ふれあいセンターを草加市立谷塚ミニコミュニティセンターに、草加

市立谷塚南ふれあいセンターを草加市立谷塚南ミニコミュニティセンターに、それぞ

れ改称するとともに、草加市立ふれあいセンター設置及び管理条例を廃止します。 

 ⑵ 使用目的の制限 

   営利目的と認める場合には、使用許可をしないこととします。 

 ⑶ 使用者の範囲 

   施設の使用の許可を受けられる者を、原則として市内居住者、市内に勤務先を有す

る者、市内の学校に在学している者等に限定します。 

 ⑷ 休館日の変更 

   現行では無休となっているミニコミュニティセンターの休館日を、１月１日から同

月３日まで及び１２月２９日から同月３１日までとします。 

３ 施行期日 

  平成２５年４月１日から施行します。 
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第２０号議案 草加市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

１ 目的 

  人事院規則の一部改正に伴い、また休暇管理の効率化を図るため、年次有給休暇、病

気休暇、特別休暇及び組合休暇の取扱いを変更するものです。 

２ 内容 

 ⑴ 人事院規則の一部改正に伴う変更 

  ① 病気休暇の承認期間について、結核性疾患の場合は特例として、１年を超えない 

   範囲内でその療養に必要な期間を承認することができましたが、この特例を廃止し、 

   公務上の負傷及び疾病以外の場合と同様に、３月を超えない範囲内でその療養に必 

   要な期間を承認することとします。 

  ② 白血病等の有効な治療法である移植療法のドナーとなる場合に取得できる特別休 

   暇について、骨髄を提供する場合に加え、末梢血幹細胞を提供する場合についても 

   取得できることとします。 

 ⑵ 年次有給休暇の取得期間の変更 

   年次有給休暇について、採用、退職及び人事異動が主に年度単位で実施されている

ことから、利用の時期を暦年から年度に変更することとし、これに伴い、特別休暇及

び組合休暇についても、同様の変更を行うものです。 

３ 施行期日 

  平成２５年４月１日から施行します。 

 

第２１号議案 草加市災害派遣手当等の支給に関する条例の一部を改正する条例の制定に

ついて 

１ 目的 

  新型インフルエンザ等対策特別措置法の制定に伴い、新型インフルエンザ等緊急事態

派遣手当を新たに追加するものです。 

２ 内容 

  新型インフルエンザ等対策特別措置法の制定に伴い、市町村長等は新型インフルエン

ザ等緊急事態措置の実施のため必要があるときは、行政機関等に対し職員の派遣を要請

できることになります。市町村長は、その派遣された職員に対して、新型インフルエン

ザ等緊急事態派遣手当を支給できるようになったことから、新たに手当を追加するもの

です。 

３ 施行期日 

  新型インフルエンザ等対策特別措置法の施行の日から施行します。 
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第２２号議案 草加市障害者就労訓練農場設置及び管理条例の制定について 

１ 目的 

  障害者の就労機会の拡大及び社会との交流の促進を図るため、農作業を通した就労訓

練及び地域において自立した日常生活及び社会生活を送るために必要な支援を行うこと

を目的として、訓練農場を設置するものです。 

２ 内容 

 ⑴ 名称及び位置 

名  称 位  置 

草加市障害者就労訓練農場 草加市柿木町１２１４番地２ 

⑵ 事業内容 

① 障がい者の農作業を通じた就労訓練に関すること。 

② 障がい者の日常生活及び社会生活に係る支援に関すること。 

③ その他訓練農場の設置の目的を達成するために必要な事業に関すること。 

 ⑶ 管理 

   地方自治法第２４４条の２第３項の規定により、指定管理者に管理を行わせるもの

とします。 

 ⑷ 開場時間 

   午前９時から午後５時まで 

 ⑸ 休業日 

  ① 日曜日及び土曜日 

  ② 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

  ③ １月２日、同月３日及び１２月２９日から同月３１日まで 

３ 施行期日 

  平成２５年１１月１日から施行します。 
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第２３号議案 地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるた

めの関係法律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条

例の制定について    

１ 目的 

  地域社会における共生の実現に向けた新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法

律の整備に関する法律による障害者自立支援法の一部改正に伴い、関係条例の条文の所

要の整備を行うものです。 

２ 内容 

  関係条例の条文中「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律」に改めます。また、地域生活支援事業の追加等に伴い、条文

の所要の整備を行います。 

 ⑴ 草加市総合福祉センター設置及び管理条例 

 ⑵ 草加市障害者自立支援法施行条例 

 ⑶ 草加市障害者ケアホーム設置及び管理条例 

 ⑷ 草加市重度心身障害者医療費支給に関する条例 

 ⑸ 草加市障害福祉サービス事業所設置及び管理条例 

 ⑹ 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例 

３ 施行期日 

  平成２５年４月１日から施行します。 
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第２４号議案  草加市新型インフルエンザ等対策本部条例の制定について 

１ 目的 

  新型インフルエンザ等対策特別措置法の公布に伴い、新型インフルエンザ等緊急事態

宣言がされた際、新型インフルエンザ等対策の総合的な推進に関する事務を行うことを

目的に市が設置する「草加市新型インフルエンザ等対策本部」に関し、必要な事項を定

めるものです。 

２ 内容 

 ⑴ 組織 

   対策本部は、次に掲げる者で構成します。 

  ① 本部長（事務の総括） 

  ② 副本部長（事務の整理、本部長に事故があったときの本部長の職務の代理） 

  ③ 本部員（対策本部の事務に従事） 

  ④ その他市長が必要と認めて任命した市職員 

 ⑵ 会議 

   本部長は、情報交換・連絡調整を円滑に行うため、必要に応じて会議を招集するこ

ととします。また、市職員以外のものを会議に出席させたときは、その出席者に意見

を求めることができることとします。 

 ⑶ 部 

   本部長は、市の必要に応じて対策本部に部を置くことができます。 

３ 施行期日 

  新型インフルエンザ等対策特別措置法の施行の日から施行します。 

 

第２５号議案 草加市立児童クラブ設置及び管理条例及び草加市立児童館設置及び管理条

例の一部を改正する条例の制定について 

１ 目的 

  児童の安全及び健全育成並びに保護者の就労支援を行うため、新栄小学校内に新栄児

童クラブを設置するものです。 

２ 内容 

  これまで草加市立新栄児童センターにおいて実施していた放課後児童健全育成事業を

廃止し、新たに草加市立新栄児童クラブ（草加市立新栄小学校内）を設置するものです。 

 

 

 

３ 施行期日 

  公布の日から起算して５月を超えない範囲内で規則で定める日から施行します。 

現  行  改正後 

新栄児童センター児童クラブ 新栄児童クラブ 

新栄児童センター内 新栄小学校内 
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第２６号議案 草加市路上喫煙の防止に関する条例の制定について 

１ 目的 

  路上喫煙の防止に関し、市、市民等、事業者及び喫煙者の責務を明らかにするととも

に、路上喫煙の防止に必要な事項を定めることにより、喫煙者のマナー及びモラルの向

上を図り、安全で快適な生活環境の確保を推進することを目的とします。 

２ 内容 

 ⑴ 市、市民等、事業者及び喫煙者の責務 

  ① 市の責務 路上喫煙防止のために必要な施策を実施します。 

  ② 市民等及び事業者の責務 路上喫煙の防止のために市が実施する施策に協力しな

ければならないものとします。 

  ③ 喫煙者の責務 路上喫煙をしないように努めるものとします。ただし、路上等を

管理する者が喫煙できるとした場所については、この限りではありません。また、

喫煙者は喫煙マナーを自覚し、他人に迷惑をかけないよう配慮しなければならない

ものとします。 

 ⑵ 路上喫煙禁止区域の指定等 

   路上喫煙を禁止する必要がある区域を、市長が路上喫煙禁止区域として指定できる

こと及び変更並びに解除できることとします。 

 ⑶ 違反者に対し罰則（過料）の適用 

   路上喫煙禁止区域で喫煙した違反者に対し指導を行い、その指導に従わないものに

ついては１，０００円以下の過料を科します。 

３ 施行期日 

  平成２５年１０月１日から施行します。ただし、路上喫煙禁止区域指定については、

公布の日から、罰則の適用については、平成２６年４月１日から施行します。 
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第２７号議案 草加市土砂等の堆積の規制に関する条例の制定について 

１ 目的 

  土砂等の堆積に関し、市、土砂等の堆積を行う者及び土地所有者等の責務を明らかに

するとともに、必要な規制を行うことにより、無秩序な土砂等の堆積による崩壊や流出

等を防ぎ、市民生活の安全の確保及び生活環境の保全に寄与するものです。 

２ 内容 

  土砂等の堆積については、埼玉県土砂の排出、堆積等の規制に関する条例（以下「埼

玉県条例」という。）において、３，０００平方メートル以上の土地における土砂の堆

積を対象に規制されています。 

  しかしながら、規制対象面積未満（３，０００平方メートル未満）については、法令

上の規制がないため、有効な対策がとれない状況となっています。 

  このため、草加市土砂等の堆積の規制に関する条例を新たに制定し、無秩序な土砂等

の堆積に対して、規制をするものです。 

 ⑴ 規制の対象となる堆積物 

   土地の埋立て及び盛土その他の堆積の用に供する土砂、岩石等で、廃棄物の処理及

び清掃に関する法律に規定する廃棄物以外のものとします。 

 ⑵ 許可制の導入 

   市民の安全確保、生活環境の保全を目的とすることから、届出ではなく、基準に適

合するかを審査する許可制とします。 

 ⑶ 許可が必要な対象面積 

   ５００平方メートル以上３，０００平方メートル未満の土地及び３，０００平方メ

ートル以上で埼玉県条例による規制対象ではない土地 

 ⑷ 許可基準 

   土砂等の高さ及び法面の勾配、排水施設、防護壁その他の施設等 

 ⑸ 土地所有者等に対する勧告等 

   土砂等の流出や崩壊などの危険があるときは、その土地の所有者、管理者又は占有

者に対し、対処することを勧告することができます。 

 ⑹ 違反者に対し罰則の適用 

   許可等に対して、罰則を定めます。 

３ 施行期日 

  平成２５年７月１日から施行します。現に土砂の堆積を行っている者は、この条例の

施行日から起算して３カ月間は、引き続き当該土砂の堆積を行うことができるものとし

ます。 
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第２８号議案 草加都市計画事業新田駅西口土地区画整理事業施行規程の一部を改正する

条例の制定について 

１ 目的 

  新田駅周辺土地区画整理事務所の移転に伴い、草加都市計画事業新田駅西口土地区画

整理事業施行規程の一部を改正するものです。 

２ 内容 

  事務所の所在地を「草加市清門町６１２番地」から「草加市金明町４５７番地２」に

改正します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 施行期日 

  平成２５年４月１日から施行します。 

 

第２９号議案 指定管理者の指定について 

 

管理を行わせる施設 指定管理者 指定の期間 

谷塚ミニコミュニティセンター 

谷塚南ミニコミュニティセンター 

草加市中央一丁目2番5号 

一般社団法人草加市コミュニティ協議会 

 会長 佐々木 勲 

 

平成25年4月1日 

から 

平成29年3月31日 

（4年間） 

 



- 19 - 

第３０号議案 埼玉県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少について 

第３１号議案 埼玉県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の増加及び同組合

の規約変更について 

１ 目的 

  組合を組織する一部事務組合が平成２５年３月３１日をもって脱退すること及び平成

２５年４月１日に設立される一部事務組合が同日から組合へ加入することに伴い、組合

規約の変更について、議会の議決を求めるものです。 

２ 内容 

 ⑴ 一部事務組合の脱退（平成２５年３月３１日） 

   久喜地区消防組合、埼玉西部広域事務組合及び加須鴻巣学校給食センター組合 

 ⑵ 一部事務組合の加入（平成２５年４月１日） 

   埼玉西部消防組合及び埼玉東部消防組合 

３ 施行期日 

  平成２５年４月１日から適用します。 

 

第３２号議案 公平委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

 公平委員会委員木村博行氏は、平成２５年５月５日をもって任期満了となるので、引き

続き同氏を公平委員会委員に選任したく、地方公務員法第９条の２第２項の規定により、

議会の同意を求めるものです。 

 

第３３号議案 固定資産評価審査委員会委員の選任につき同意を求めることについて 

 固定資産評価審査委員会委員浅野典久氏は、平成２５年５月３１日をもって任期満了と

なるので、引き続き同氏を固定資産評価審査委員会委員に選任したく、地方税法第４２３

条第３項の規定により、議会の同意を求めるものです。 
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報 告 

第 １ 号報告 専決処分の報告について 

１ 事故の概要 

平成２４年１２月１２日午後７時頃、谷塚駅東口において、草加市が設置した選挙啓

発看板の針金に歩行者の衣服が引っ掛かり、同氏のダウンジャケットを損傷したもので

す。 

２ 損害賠償の額 

  ３３，６００円 

３ 専決処分日 

  平成２５年１月８日 

 

第 ２ 号報告 平成２５事業年度草加市土地開発公社事業計画書及び予算書の提出につい

て 

第 ３ 号報告 平成２５年度財団法人草加市体育協会事業計画書の提出について 

第 ４ 号報告 平成２５年度財団法人草加市文化協会事業計画書の提出について 

 

 




